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一般会計 担当課

事務事業名 担当部

根拠法令・個別計画

5

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

男女共同参画意識を高めます

1

平成１２年度以前

教育文化

10

～

まなび創造館

事業係

59

平成３０年度以降

男女共同参画

○２５年度実施内容

・フィットネススタジオ(毎週３２本のエアロビクスなどのスタジオプログラム)・トレーニングジ

ム(運動指導士による指導)の開催、デーテニス教室(毎週５クラス１６本のプログラム)、子ど

もバレエ教室、キッズビクス教室、エアロビクス教室などを委託し、開催した。

・アリーナ、フィットネススタジオなどの施設貸出をした。

・市職員は、スポーツセンター施設の維持管理と予約抽選、使用料管理、また各種教室開

催に伴う広報活動と事務処理（申込受付・抽選、受講者への連絡、名簿作成、受講料受取）

を年間２５講座行った。

　　【直接経費の内訳】

　　　消耗品・印刷製本費（836千円）

　　　スポーツセンター管理運営委託（46,368千円）

　　　トレーニング器具等保守管理委託（231千円）

　　　スポーツセンター管理運営業務システム等借上（1,929千円）

　　　貴重品ロッカー借上（212千円）

　　　スポーツセンタートレーニング器具等借上（8,141千円）

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

アリーナ等の施設貸出しや各種スポーツ教室を開催することで、より多くの市民が気軽にス

ポーツに親しむことができるようにする。
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施設使用料（31,947,765円）、講座受講料(5,911,025円)、定期利用券再発行手

数料（30,000円）、ロッカー使用料（166,200円）
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　　　スポーツセンタートレーニング器具等借上（8,141千円）

　　　備品購入費（257千円）

◎２６年度実施内容

・フィットネススタジオでスタジオプログラム週３０本、デーテニス教室週１８本のプログラムを

開催する。

他は２５年度と同様に実施する。

　　【直接経費の内訳】

　　　消耗品・印刷製本費（1,050千円）

　　　スポーツセンター管理運営委託（49,000千円）

　　　トレーニング器具等保守管理委託（238千円）

　　　スポーツセンター管理運営業務システム等借上（1,985千円）

　　　スポーツセンタートレーニング器具等借上（8,413千円）

　　　著作権使用料（57千円）
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事業実施におけ

る課題

スポーツ教室において、教室の内容や開催時期により、受講者数が伸び悩んだ。

（5～7月開催の教室全般、小学生向けの教室、高齢者向けの教室）
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事業の

達成状況

施設の趣旨にあった講座を提供し、市民ニーズにも応えることができており、ほぼ達成できてい

る。

一般向け、子ども向け、親子向け、子育て中の親向けとターゲットを絞ってスポーツ教室を委託

し、開催した。

スポーツセンターでは、一日当りの利用人数が約30人、年間で10,080人減少した。内訳を見る

と、施設利用において利用件数は422件増加し利用人数は8,814人減少した。個人利用は8,814

人減少した。
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（対象や手段を見直す場合も含む）
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の改善案

利用率アップにつながるよう講座内容を工夫し、今後も、利用率アップも鑑みながら施

設の趣旨にあった講座を提供する。
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若い世代も利用しやすい環境づくりやプログラムや教室の検討をするなど市民ニーズ

に対応しながら、今後も引き続き市民に気軽にスポーツを楽しむ機会を提供する事業

として維持すべきと判断する。

判定理由

民間では提供が難しい子育て支援のための教室が開催できず、子育て中の親が参

加できるような教室がなくなる、適切なトレーニング指導ができなくなるなど、より多く

の市民が気軽にスポーツを楽しむ機会が失われる。

維　持

フィットネススタジオで開催しているスタジオプログラム週32本から週30本とした。夜間

のスタジオプログラム利用者を増やすため、夜間にエアロビクス教室を開催する。ま

た、中高年層向けのミニテニス教室を廃止し、親子向けのサッカー教室の増設及びテ

ニス教室を新規に開催する。
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一次評価のとおり。


